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平成２９年１１月 

 



この財政事情は、市民の皆様に市の財政状況を広く知っていただくため、毎年５月と１１月に公表

しているものです。 

今回は、平成２９年度予算の執行状況と平成２８年度決算の概要についてお知らせします。 

この公表を通じて、本市の財政事情についての御理解と、市勢発展へより一層の御協力を賜ります

ようお願いいたします。 
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本書の集計額等は、表示単位未満を四捨五入しているので、端数において合計とは一致しない場合があります。 



 

 
 

１ 平成２９年度上半期における予算の執行状況 

上半期：平成２９年４月１日から平成２９年９月３０日まで 

 

＜一般会計＞ 

平成２９年度の歳入歳出予算は、当初４９９億円でしたが、その後６月及び９月に補正を行いま

したので、９月末の予算現額は５０２億９，０３９万５千円となっています。 

 上半期中における執行状況は、収入総額で２４３億５，５５６万４千円、予算に対する収入割合

で４８．４％（前年同期４５．６％）、支出総額で１８２億４，５６９万３千円、予算に対する支

出割合で３６．３％（前年同期３４．８％）となっています。 

 

＜特別会計＞ 

企業会計を除く特別会計の予算総額は、当初２５４億５，８２０万円でしたが、その後６月及び

９月に補正を行いましたので、９月末の予算現額は２５８億６，００２万２千円となっています。 

上半期中における執行状況は、収入総額で８８億５，６８９万２千円、予算に対する収入割合で

３４.２％（前年同期３２．４％）、支出総額で１０２億４，３３９万６千円、予算に対する支出割

合で３９.６％（前年同期４１．０％）となっています。 

 

一般会計と特別会計の平成２９年９月３０日現在の予算現額及び予算執行状況は、次のとおりで

す。 

（単位：千円、％） 

 予算現額 歳 入 歳 出 

当初予算額 
補正予算額 
（上半期） 計 

収入済額 
（累計） 

収入割合 
（累計） 

支出済額 
（累計） 

支出割合 
（累計） 

一 般 会 計 49,900,000 390,395 50,290,395 24,355,564 48.4 18,245,693 36.3 

特 
 

別 
 

会 
 

計 

国民健康保険 
（事業勘定） 

13,167,000 16,000 13,183,000 4,557,018 34.6 5,466,004 41.5 

国民健康保険 
（施設勘定） 

1,129,000 0 1,129,000 387,756 34.3 470,107 41.6 

後 期 高 齢 者 
医 療 

1,060,000 0 1,060,000 382,620 36.1 498,048 47.0 

介 護 保 険 8,689,000 385,822 9,074,822 3,369,167 37.1 3,250,948 35.8 

農 業 集 落 
排 水 事 業 

1,370,000 0 1,370,000 142,831 10.4 542,418 39.6 

公 設 地 方 
卸 売 市 場 

43,200 0 43,200 17,500 40.5 15,871 36.7 

小 計 25,458,200 401,822 25,860,022 8,856,892 34.2 10,243,396 39.6 

合   計 75,358,200 792,217 76,150,417 33,212,456 43.6 28,489,089 37.4 

※下水道特別会計は平成 29 年 4 月 1 日から公営企業会計へ移行しました。 
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上半期中の補正予算の主な内容は次のとおりです。 

 

６月補正予算 

一般会計 1 億 4,532 万 9 千円  

中心市街地にぎわい創出事業 6,983 万 3 千円 中心市街地まちづくり拠点整備工事ほか 

 地 域 活 性 化 事 業 3,000 万円 機械器具費 

 定 住 移 住 推 進 事 業 82 万円 印刷製本費、広告料ほか 

 中心市街地にぎわい創出事業 1,898 万 4 千円 街なみ環境整備工事 

 公 立 幼 稚 園 施 設 整 備 事 業 48 万円 設計監理委託料 

 農林水産創造・ネットワーク事業 1,800 万円 農林水産創造ネットワーク拠点施設整備工事 

 観 光 戦 略 推 進 事 業 600 万円 観光戦略推進事業委託料 

 観光資源ブランド化推進事業 90 万円 観光物産キャンペーン業務委託料ほか 

 青 少 年 育 成 推 進 事 業 31 万 2千円 報償金、消耗品費ほか 

    

特別会計 1,600 万円  

国 民 健 康 保 険 ( 事 業 勘 定 ) 1,600 万円 情報システム開発保守委託料ほか 

   

   

９月補正予算 

一般会計 2 億 4,506 万 6 千円  

本 庁 舎 管 理 事 業 100 万円 施設等修繕料 

 後 期 高 齢 者 医 療 事 業 40 万円 後期高齢者服薬情報通知委託料 

 介 護 保 険 特 別 会 計 繰 出 金 1 万 9 千円 低所得者介護保険料軽減繰出金 

 高 齢 者 福 祉 事 業 276 万 5 千円 高齢者福祉施設等スプリンクラー等整備費補助金ほか 

 地 域 生 活 サ ー ビ ス 支 援 事 業 226 万 4 千円 障害者医療的グループホーム給付費 

 児 童 扶 養 手 当 支 給 事 業 7 万 1 千円 国庫支出金精算返還金 

 学 童 保 育 所 運 営 事 業 2,974 万円 施設運営委託料、施設指管理料 

 保 育 推 進 事 業 790 万 2 千円 小規模保育事業実施改修補助金 

 民間保育所施設整備支援事業 2,975 万 5 千円 民間保育所施設整備補助金 

 国 営 土 地 改 良 事 業 3,200 万円 設計監理委託料 

 農 用 地 環 境 保 全 事 業 10 万円 消耗品費 

 雪 寒 対 策 事 業 300 万円 除雪機械購入補助金 

 小 学 校 施 設 整 備 事 業 8,114 万 9 千円 小学校校舎等整備工事ほか（八日市西小学校） 

 中 学 校 施 設 整 備 事 業 550 万円 中学校校舎等整備工事ほか（聖徳中学校） 

 文 化 振 興 施 設 管 理 運 営 事 業 2,600 万円 文化振興施設改修工事（文化芸術会館） 

 社 会 体 育 施 設 整 備 事 業 266 万 7 千円 設計監理委託料（布引運動公園プール） 

 埋 蔵 文 化 財 保 護 受 託 等 事 業 2,073 万 4 千円 発掘調査業務委託料 

    

特別会計 3 億 8,582 万 2 千円  

介 護 保 険 3 億 8,582 万 2 千円 介護保険財政調整基金積立金ほか 
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２ 市民負担の状況 

市が各種事業を行うために必要となる経費の大部分は、市民の皆様が納めていただく市税で賄われ

ています。 

 平成２９年９月末の市税の収入累計は９８億６，６１１万３千円となっており、これを平成２９年

９月末の人口（１１４，８６２人）及び世帯数（４３，３５０世帯）で割ると、市民１人当たり８

５，８９５円、１世帯当たり２２７，５９２円の負担となります。 

また、市民のために使われた経費（一般会計支出累計）は、１人当たり１５８，８４９円、１世帯

当たり４２０，８９３円となっています。 

 なお、市税と経費の差額は、地方交付税や国庫支出金などの歳入で対応しています。 

 

市民 1 人当たり、1 世帯当たりの負担状況 

平成 29 年 9 月末 人 口  114,862 人 世 帯 数  43,350 世帯 

（人口、世帯数は住民基本台帳によります。） 

（平成 29 年 9 月 30 日現在） 

 

目的別の経費 

 
議 会 費 総 務 費 民 生 費 衛 生 費 労 働 費 農林水産業費 

支出累計（千円） 146,344  1,758,235  6,717,046  1,749,275  55,589  505,203  

構成比（％） 0.8  9.6  36.8  9.6  0.3  2.8  

1 人当たり（円） 1,274  15,307  58,479  15,229  484  4,398  

1 世帯当たり（円） 3,376  40,559  154,949  40,352  1,282  11,654  
       

 

商 工 費 土 木 費 消 防 費 教 育 費 公 債 費 諸 支 出 金 

支出累計（千円） 337,867  1,518,748  765,984  2,042,251  2,648,107  1,044  

構成比（％） 1.9  8.3  4.2  11.2  14.5  0.0  

1 人当たり（円） 2,941  13,222  6,669  17,780  23,055  9  

1 世帯当たり（円） 7,794  35,035  17,670  47,111  61,087  24  

（平成 29 年 9 月 30 日現在） 

負
担 

市民 1 人当たりの市税負担額 ··············· 85,895 円 うち市民税 29,661 円 

うち固定資産税 47,617 円 

その他 8,617 円 

1 世帯当たりの市税負担額 ················ 227,592 円 うち市民税 78,591 円 

うち固定資産税 126,169 円 

その他 22,832 円 

受
益 

市民 1 人当たりの経費 ···················· 158,849 円  

1 世帯当たりの経費 ······················ 420,893 円  
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３ 財産、市債及び一時借入金の現在高 

財産の現在高 

＜公有財産＞ 

公有財産とは、市が所有している土地、建物、有価証券及び出資による権利などの財産のことで

すが、使用目的によって「行政財産」と「普通財産」に分かれます。 

「行政財産」は、市が事務や事業を執行するために直接利用することを目的とする「公用財産」

（市役所庁舎、消防車庫など）と、住民の一般的共同利用を目的とする「公共用財産」（小中学校、

保育園、市営住宅、市道など）に分けられます。 

「普通財産」は、行政財産以外の公有財産をいいます。 

 
土地（地積） 

(㎡) 

建物（延面積）
(㎡) 

有価証券 
(円) 

出資による権利
(円) 

公
有
財
産 

行
政
財
産 

公 用 140,933.03 39,927.17 - - 

公共用 7,112,307.99 413,992.58 - - 

小 計 7,253,241.02 453,919.75 - - 

普通財産 10,965,062.23 29,998.71 35,866,000 989,937,321 

合   計 18,218,303.25 483,918.46 35,866,000 989,937,321 

（平成 29 年 3 月 31 日現在） 

 

＜基 金＞ 

基金とは、条例の定めるところにより、特定目的のために財産を維持し、資金を積み立て、又は

定額の資金を運用するために設けた財産です。 

基金名称 現在高 設置目的 

財 政 調 整 基 金 58 億 4,590 万円 市財政の調整と健全な運営に資するため 

減 債 基 金 61 億 7,836 万円 
市債の償還などに必要な財源を確保し、将来にわ
たる財政の健全な運営に資するため 

職 員 退 職 手 当 基 金 39 億 5,024 万円 
職員退職手当の資金を計画的に積立て、市財政の
健全な運営に資するため 

公 共 施 設 整 備 基 金 35 億 2,944 万円 
義務教育施設、公益施設その他公共施設の整備に
資するため 

ふ る さ と 創 生 基 金 2 億 1,332 万円 
自ら考え自ら行う地域づくり事業の健全な運営に
資するため 

こ ど も 未 来 夢 基 金 1,763 万円 
次代を担うこどもたちが未来に夢をもち、豊かな
心を育む施策に資するため 

医 学 奨 学 基 金 2,055 万円 医学分野の修学援助事業を行うため 

図 書 館 本 の 森 基 金 7,491 万円 図書館資料等の充実を図るため 

地 域 福 祉 基 金 7 億 9,451 万円 地域福祉の増進に資するため 

墓 地 管 理 基 金 6,941 万円 墓地の適正な管理運営に資するため 
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基金名称 現在高 設置目的 

水 源 対 策 基 金 2,749 万円 
広域的な水源かん養機能の整備促進を図り、水資
源対策の振興に資するため 

ふ る さ と ・ 水 と 土 保 全 基 金 4,640 万円 
土地改良施設の多様な機能の維持及び増進に係る
住民の共同活動の活性化を図るため 

市 営 住 宅 建 設 整 備 基 金 2 億 6,984 万円 
市営住宅又はその共同施設の建設、修繕又は改良
に資するため 

木 地 師 村 整 備 基 金 6,573 万円 
木地師村整備事業及び皇学園跡地利用の健全な運
営に資するため 

み ん な で 育 む ま ち づ く り 基 金 41 億 6,340 万円 
市民との協働による「うるおいとにぎわいのまち
づくり」を進めるため 

ふ る さ と 寄 附 基 金 2 億 1,173 万円 ふるさと寄附金を適正に管理するため 

土 地 改 良 施 設 整 備 基 金 2 億 2,804 万円 土地改良施設の整備を計画的に推進するため 

学 校 施 設 整 備 基 金 313 万円 学校施設整備に必要な資金を積立てるため 

国 民 健 康 保 険 財 政 調 整 基 金 9,106 万円 国民健康保険財政の健全な運営に資するため 

国民健康保険診療所管理運営基金 1 億 1,284 万円 
国民健康保険診療所の管理運営その他財源の不足
を生じたときの財源を積み立てるため 

介 護 保 険 財 政 調 整 基 金 4 億 4,219 万円 介護保険財政の健全な運営に資するため 

農業集落排水処理施設管理基金 2 億 6,241 万円 
農業集落排水処理施設の健全な維持管理に資する
ため 

土 地 開 発 基 金 ※ 6 億 5,832 万円 
公用に供する土地のため、あらかじめ取得するこ
とにより、事業の円滑な執行を図るため 

物 品 調 達 基 金 ※ 754 万円 
物品の集中購買を実施することで、物品の取得、
管理の事務を円滑かつ効率的に行うため 

福 祉 資 金 貸 付 基 金 ※ 24 万円 福祉資金の貸付けを行うため 

東近江市産木材調達管理基金※ 5,000 万円 
木材利用の促進に必要な木材の調達及び管理を円
滑かつ効率的に行うため 

合 計 273 億 3,463 万円  

※現金のみの残高を記載しており、土地・貸付金・動産の残高は含みません。 

（平成 29 年 9 月 30 日現在） 

  

5



 

 
 

市債の現在高  

市債は、家計でいえば借金に当たります。 

なぜ借金をするのかというと、道路や水道・下水道、学校などの建設には多額の費用がかかり、

整備する年の市民に大きな負担となります。このため、計画的にお金を借り、「分割払い」をするこ

とで、将来にわたって施設を使う市民にも公平に負担をしてもらおうとするのが大きな理由です。 

 

【一般会計】 

現 在 高 
目 的 別 

通 常 債 合 併 特 例 債 緊急防災・減災事業債 臨時財政対策債 

593.7 億円 76.7 億円 245 億円 33.6 億円 238.4 億円 

 

【特別会計】 

現 在 高 
事 業 別 

国保（施設勘定） 下 水 道 事 業 農業集落排水事業 公設地方卸売市場 

339.1 億円 11.5 億円 273.4 億円 54 億円 0.2 億円 

 

【企業会計】 

現 在 高 
事 業 別 

水 道 事 業 病 院 事 業 

43.3 億円 30.9 億円 12.4 億円 

（平成 29 年 3 月 31 日現在） 

 

一時借入金の現在高  

年度途中に支出が収入を上回り歳計現金に不足が生じた場合、その不足を補うため、予算で定め

た限度額の範囲内で金融機関等から一時的に借り入れるお金を一時借入金といい、その借入状況は

次のとおりです。 

会計名 
予算で定めら 
れた限度額 

前期末 
残 高 

今 期 中 
借入額累計 

今 期 中 
償還額累計 

今期末 
残 高 

今 期 中 
最高借入額 

一般会計 70 億円 0 円 0 円 0 円 0 円 0 円 

国民健康保険
（事業勘定） 

25 億円 0 円 0 円 0 円 0 円 0 円 

水道事業 0.3 億円 0 円 0 円 0 円 0 円 0 円 

下水道事業 7 億円 0 円 0 円 0 円 0 円 0 円 

（平成 29 年 9 月 30 日現在） 
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４ 公営企業の業務状況 

事業の概要 

＜水道事業＞ 

平成 28 年度の年間配水量は、11,601,681ｍ３でした。 

計 画 給 水 人 口 99,800 人   

給 水 人 口 99,717 人 う ち 増 加 人 口 5,405 人 

給 水 栓 数 36,461 栓 う ち 増 加 栓 数 2,292 栓 

年 間 給 水 量 10,065,948 ㎥   

有 収 水 率 86.8 ％   

配水量：配水池から送り出した水の量、給水量：配水量のうち有効に使われた水の量  

（平成 29 年 3 月 31 日現在） 

 

＜病院事業＞ 

能登川病院の上半期の入院及び外来患者数の利用総数は、39,376 人となっています。 

病院名 病床数 
上半期中の患者利用状況 

診療科目 
入院患者数 1 日平均 外来患者数 1 日平均 

能登川 

病 院 

床 人 人 人 人 内科、消化器内科、循環器内

科、呼吸器内科、外科、整形

外科、小児科、眼科、耳鼻い

んこう科、皮膚科、リハビリ

テーション科、神経内科、脳

神経外科、形成外科、放射線

科及び病理診断科 

【16診療科目】 

102 
12,775 

(10,917) 

69.8 

(59.7) 

26,601 

(24,632) 

214.5 

(200.3) 

（ ）は前年同期の状況  

（平成 29 年 9 月 30 日現在） 

 

【参 考】 

国民健康保険（施設勘定）特別会計 

蒲生医療センターの上半期の入院及び外来患者数の利用総数は、19,383 人となっています。 

病院名 病床数 
上半期中の患者利用状況 

診療科目 
入院患者数 1 日平均 外来患者数 1 日平均 

蒲生医療 

センター 

床 人 人 人 人 内科、外科、整形外科、小

児科、放射線科、眼科、耳

鼻いんこう科及びリハビリ

テーション科 

【8 診療科目】 

19 
2,180 

(2,025) 

11.9 

(11.1) 

17,203 

(18,870) 

138.7 

(153.4) 

（ ）は前年同期の状況  

（平成 29 年 9 月 30 日現在） 

1684
タイプライターテキスト
7

1684
タイプライターテキスト

1684
タイプライターテキスト

1684
タイプライターテキスト



５ 平成２８年度決算の状況 

決算の概要 

平成２８年度 東近江市歳入歳出決算・実質収支額 

（単位：円） 

 歳入総額 歳出総額 
歳入歳出 

差引額 

翌年度へ繰り越すべき財源 

実質収支額 繰越明許費 

繰越額 

事故繰越 

繰越額 

一 般 会 計 52,670,648,800 50,744,157,881 1,926,490,919 291,771,000 0 1,634,719,919 

国民健康保険 

( 事業勘定 ) 

特 別 会 計 

12,651,516,030 12,545,712,605 105,803,425 0 0 105,803,425 

国民健康保険 

( 施設勘定 ) 

特 別 会 計 

1,227,469,271 1,033,377,284 194,091,987 0 0 194,091,987 

後期高齢者医療 

特 別 会 計 
1,034,673,688 1,010,297,598 24,376,090 0 0 24,376,090 

介 護 保 険 

特 別 会 計 
8,084,263,561 7,795,239,392 289,024,169 0 0 289,024,169 

下水道事業 

特 別 会 計 
3,820,163,625 3,121,305,427 698,858,198 0 0 698,858,198 

農業集落排水 

事業特別会計 
1,285,733,026 1,282,973,033 2,759,993 0 0 2,759,993 

公設地方卸売 

市場特別会計 
38,207,475 35,329,118 2,878,357 0 0 2,878,357 

合    計 80,812,675,476 77,568,392,338 3,244,283,138 291,771,000 0 2,952,512,138 
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一般会計の決算概要 

 

◆概況 

平成２８年度の予算は、人口減少社会を迎えた中で社会減少や自然減少の抑制を図り、いきいきとし

た本市の創生を目指した「東近江市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を定め、この戦略の４つの基本

目標を「東近江市グランドデザインレポート ＯＧＲ２０１５」の施策分野として重点的に推進するた

めの予算編成を行いました。また、新たな取組として、事務事業の優先度付けによる枠配分を実施しま

した。これは、平成２７年度から合併支援措置の段階的削減が始まり、歳入が減少していく中で財源の

最適配分を図り、限られた財源を重点的かつ効果的に活用するためです。 

東近江市の創生、将来を見据えた予算を基に、本市の１０年後、２０年後に向けて布石を打つ重要な

１年として、各地域が育んできた歴史・文化や自然を最大限に生かしながら、地方創生の政策実現に向

けて具体的施策を構築し、「働き住み続けたい活力ある東近江市の創生」、「行きたくなる住みたくなる

魅力ある東近江市の創生」、「若い世代が希望をかなえる夢のある東近江市の創生」及び「誰もが安心し

て暮らせる豊かな東近江市の創生」を進めてきました。 

 一般会計決算額は、歳入総額５２６億７，０６４万９千円、歳出総額５０７億４，４１５万８千円と

なり、歳入歳出差引額は１９億２，６４９万１千円で、このうち翌年度へ繰り越すべき財源２億９，

１７７万１千円を差し引いた実質収支額は、１６億３，４７２万円で黒字決算となりました。 

 前年度比較では、歳入が７億１，６５７万７千円（前年度比伸び率（以下、伸び率）△１．３％）の

減少、歳出が８億４，８０２万５千円（伸び率△１．６％）の減少と、歳入･歳出ともに減少となりま

した。 

 

 

◆歳入 

 税収では、市税が１６２億２，８８０万３千円となり、前年度比６億３，９３９万４千円（伸び率△

３．８％）の減少となりました。具体的には、個人市民税が５３億９，７９８万５千円となり、前年度

比９，２９１万６千円の増加、法人市民税は１２億９，０３８万５千円となり、前年度比８億７，４

６２万１千円の減少となりました。市民税については景況により大きく変動するため、引き続きその動

向に注視していく必要があります。 

 固定資産税は、７９億６，９２４万９千円となり、前年度比１億７２８万５千円の増加となりました。 

 たばこ税は、７億２，５９９万３千円となり、前年度比２，１８４万４千円の減少となりました。 

 地方交付税は、１１０億１，１７８万３千円となり、前年度比９億６，６８４万７千円の減少となり

ました。具体的には、普通交付税が９億６，３９６万４千円の減少、特別交付税が２８８万３千円の減

少となりました。普通交付税については、算定基礎となる基準財政需要額は、社会福祉費の増や建設事

業に伴う公債費の元利償還金などの増により増加となり、基準財政収入額は、基準年度における法人税

割の増や、固定資産税の増により増加となりました。基準財政需要よりも基準財政収入額の増額幅が上

回ったことと併せて、平成２７年度から開始された合併支援措置の段階的縮減のため、普通交付税は前

年度から減額となったところです。 

 国庫支出金は、５７億６，９０３万３千円となり、前年度比２億２，９６９万２千円の増加となりま

した。これは、防災・安全社会資本整備交付金等により増加となったものです。  

 市債は、６３億５，３６３万円となり、前年度比６億２，９６５万６千円の増加となりました。主な

要因は、緊急防災・減災事業債が１２億５，２００万円と大幅に増加したことによるものです。 
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◆歳出 

 歳出を性質別にみると、義務的経費は、２３４億２，０００万５千円で前年度比２億５，１７２万４

千円（伸び率△１．１％）の減少となりました。主な要因は、扶助費が１０２億９，０１５万円となり、

前年度比２億８，９９３万４千円（伸び率△２．７％）の減少となったことです。これは、平成２７年

度から施行された子ども・子育て支援新制度に基づく施設型給付費の公定価格を見直したことにより、

施設型給付費が前年比７億９２５万４千円の減少となったことが主な要因です。一方で、障害福祉サー

ビス等給付費や生活保護費、民間保育所運営支援費は増加しましたが、総じて減少となりました。 

 一般行政経費は、１３１億５，４８６万３千円で前年度比３億９，８２４万７千円（伸び率３．１％）

の増加となりました。主な要因は、物件費が７６億５，９２７万９千円で前年度比４億４９万４千円の

増加となっています。これは、ふるさと寄附業務委託料やマイナンバー制度に係る情報システム開発保

守委託料、中心市街地活性化事業費などの増加によるものです。 

 投資的経費は、８３億２，１３１万６千円で前年度比９億７９８万６千円（伸び率１２．２％）の増

加となりました。これは、普通建設事業費において、防災情報告知放送システム整備やあかね幼児園新

築、玉緒小学校体育館・プール改修などを実施したことによるものです。 

 

 

◆今後の展望と課題 

平成２８年の世界経済は、前半に米国経済の足踏み、中国経済の失速懸念及びイギリスのＥＵ離脱に

よる金融市場の混乱等を背景に大幅に減速したものの、後半は米国経済の持ち直し、各種政策による中

国経済の下支え、イギリスのＥＵ離脱への主要国中銀による迅速な対応等によって緩やかに持ち直しが

進みました。 

日本経済は、名目ＧＤＰが過去最高の水準になり、国民生活に密接な関係を持つ雇用は大きく改善、

賃上げの流れも継続しました。このような中、政府は少子高齢化という構造的な問題を克服するため、

一億総活躍社会の実現に向けた取組を平成２８年度から推進しています。具体的には、６００兆円経済

の実現、希望出生率１．８、介護離職ゼロという「新・三本の矢」を引き続き一体的に推進することに

より、経済の好循環を一時的なものに終わらせることなく、成長し、富を生み出し、それが国民に広く

享受される成長と分配の好循環を創り上げていくことを目指しています。 

 本市においては、全国で加速している地方創生への取組をより一層強化し、１１万５千人の都市にふ

さわしい都市基盤を整えるとともに、人口減少に対応するための定住移住と子育てしやすいまちづくり

の推進、さらには本市の自然、歴史、文化、伝統を最大限に生かした観光振興と、本市のイメージアッ

プ、知名度アップを最優先に取組を進めます。 

また、「うるおいとにぎわいのまち東近江市」を目指し、市民の誰もが、「このまちで素晴らしい人生

を過ごしている」と実感できる東近江市であるため、地方創生の限られた期間の中でスピード感を持っ

て各施策を攻めの姿勢で推進します。 

少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少によって、歳入では税収の大幅な減少が予測され、歳出では社

会保障費が増大することが予測できることから、財政運営はさらに厳しさを増すものと思われます。 

今後におきましても、「歳入に見合う歳出」を基本に、国や経済の動向を見極めながら真に必要な施

策については的確に実施していきます。一方で、公債費負担増が将来世代への大きな負担とならないよ

う、健全かつ安定した財政運営に努めます。 
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平成２８年度　一般会計　歳入　【科目別】　前年度比較一覧表
(単位：千円、％)

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 伸び率

市 税 (※) 16,228,803 30.8 16,868,197 31.6 △ 639,394 △ 3.8

340,235 0.6 342,593 0.7 △ 2,358 △ 0.7

19,706 0.0 23,924 0.0 △ 4,218 △ 17.6

48,407 0.1 75,202 0.1 △ 26,795 △ 35.6

31,183 0.1 81,680 0.2 △ 50,497 △ 61.8

1,745,260 3.3 1,946,874 3.7 △ 201,614 △ 10.4

43,204 0.1 44,924 0.1 △ 1,720 △ 3.8

94,843 0.2 91,763 0.2 3,080 3.4

79,198 0.1 75,661 0.1 3,537 4.7

11,011,783 20.9 11,978,630 22.4 △ 966,847 △ 8.1

15,252 0.0 16,751 0.0 △ 1,499 △ 8.9

分担金及び負担金 (※) 242,483 0.5 292,586 0.6 △ 50,103 △ 17.1

使用料及び手数料 (※) 1,943,412 3.7 2,623,746 4.9 △ 680,334 △ 25.9

5,769,033 11.0 5,539,341 10.4 229,692 4.1

3,383,434 6.4 3,374,968 6.3 8,466 0.3

財 産 収 入 (※) 161,438 0.3 435,033 0.8 △ 273,595 △ 62.9

寄 附 金 (※) 229,040 0.4 54,390 0.1 174,650 321.1

繰 入 金 (※) 1,723,984 3.3 125,364 0.2 1,598,620 1,275.2

繰 越 金 (※) 1,795,043 3.4 2,213,073 4.2 △ 418,030 △ 18.9

諸 収 入 (※) 1,411,278 2.7 1,458,552 2.7 △ 47,274 △ 3.2

6,353,630 12.1 5,723,974 10.7 629,656 11.0

52,670,649 100.0 53,387,226 100.0 △ 716,577 △ 1.3

23,735,481 45.1 24,070,941 45.1 △ 335,460 △ 1.4

配当割交付金

地方特例交付金
地方交付税

国庫支出金
県支出金
財産収入
寄附金
繰入金
繰越金
諸収入
市債
歳入合計
うち自主財源

市 債

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

歳入合計

うち自主財源(※)

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

平成28年度 平成27年度 比較

地 方 交 付 税

交通安全対策特別交付金

株式等譲渡所得割交付金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴルフ場利用税交付金

自 動 車 取得 税交 付金

地 方 特 例 交 付 金

30.8%

0.6%

0.1%
0.1%
0.0%

3.3%
0.1%

0.1%
0.2%

20.9%0.5%
3.7%

11.0%

6.4%
0.3%
0.4%
3.3%
3.4%
2.7%

12.1%

平成28年度

一般会計

歳入決算額

52,670,649千円

市 税

地方譲与税

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

地方消費税交付金

ゴルフ場利用税交付金

自動車取得税交付金

地方特例交付金

地方交付税

分担金及び負担金

使用料及び手数料

国庫支出金

県支出金

財産収入

寄附金

繰入金

繰越金

諸収入

市 債

0.0%
交通安全対策特別交付金

11



平成２８年度　一般会計　歳出　【目的別】　前年度比較一覧表
(単位：千円、％)

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 伸び率

議 会 費 267,032 0.5 284,100 0.6 △ 17,068 △ 6.0

総 務 費 5,555,545 10.9 4,888,768 9.5 666,777 13.6

民 生 費 17,651,823 34.8 16,766,044 32.5 885,779 5.3

衛 生 費 3,952,952 7.8 3,954,494 7.7 △ 1,542 0.0

労 働 費 83,925 0.2 104,950 0.2 △ 21,025 △ 20.0

農 林 水 産 業 費 2,337,253 4.6 2,511,988 4.9 △ 174,735 △ 7.0

商 工 費 533,699 1.0 920,505 1.8 △ 386,806 △ 42.0

土 木 費 3,634,417 7.2 3,174,006 6.1 460,411 14.5

消 防 費 2,943,632 5.8 1,618,155 3.1 1,325,477 81.9

教 育 費 7,443,125 14.7 9,329,664 18.1 △ 1,886,539 △ 20.2

災 害 復 旧 費 0 0.0 67,348 0.1 △ 67,348 △ 100.0

公 債 費 5,942,211 11.7 5,831,078 11.3 111,133 1.9

諸 支 出 金 398,543 0.8 2,141,083 4.1 △ 1,742,540 △ 81.4

歳出合計 50,744,158 100.0 51,592,183 100.0 △ 848,025 △ 1.6

災害復旧費
公債費
諸支出金
歳出合計

平成28年度 平成27年度 比較

※民生費には施設型給付費1,184,295を含む。

0.5%

10.9%

34.8%

7.8%
0.2%

4.6%
1.0%

7.2%

5.8%

14.7%

11.7%
0.8%

衛生費

議会費

総務費

民生費

労働費
農林水産業費

商工費

土木費

消防費

教育費

公債費

諸支出金

平成28年度

一般会計

歳出決算額

50,744,158千円
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平成２８年度　一般会計　歳出　【性質別】　前年度比較一覧表
(単位：千円、％)

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 伸び率

23,420,005 46.2 23,671,729 45.9 △ 251,724 △ 1.1

7,187,644 14.2 7,260,567 14.1 △ 72,923 △ 1.0

10,290,150 20.3 10,580,084 20.5 △ 289,934 △ 2.7

5,942,211 11.7 5,831,078 11.3 111,133 1.9

13,154,863 25.9 12,756,616 24.7 398,247 3.1

7,659,279 15.1 7,258,785 14.1 400,494 5.5

148,861 0.3 111,035 0.2 37,826 34.1

5,346,723 10.5 5,386,796 10.4 △ 40,073 △ 0.7

396,033 0.8 2,089,183 4.0 △ 1,693,150 △ 81.0

13,597 0.0 15,341 0.0 △ 1,744 △ 11.4

5,438,344 10.7 5,645,984 11.0 △ 207,640 △ 3.7

8,321,316 16.4 7,413,330 14.4 907,986 12.2

8,321,316 16.4 7,345,982 14.3 975,334 13.3

補 助 事 業 2,385,457 4.7 2,124,119 4.1 261,338 12.3

単 独 事 業 5,739,780 11.3 5,118,373 9.9 621,407 12.1

県営事業負担金 196,079 0.4 103,490 0.2 92,589 89.5

受 託 事 業 0 0.0 0 0.0 0 0.0

0 0.0 67,348 0.1 △ 67,348 △ 100.0

50,744,158 100.0 51,592,183 100.0 △ 848,025 △ 1.6

積立金
投資・出資・貸付金

繰出金
投資的経費

歳出合計

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

一 般 行 政 経 費

積 立 金

投 資・出資・貸付金

繰 出 金

投 資 的 経 費

普 通 建 設 事 業 費

義 務 的 経 費

災 害 復 旧 事 業 費

平成28年度 平成27年度 比較

※扶助費には施設型給付費1,184,295を含む。

14.2%

20.3%

11.7%
15.1%

0.3%

10.5%

0.8%

10.7%

16.4%

人件費

平成28年度

一般会計

歳出決算額

50,744,158千円

扶助費

公債費

物件費維持補修費

補助費等

積立金

繰出金

投資的経費

0.0%
投資・出資・貸付金
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平成２８年度　主な事業
（単位：千円）

事業名 事業費 主な内容

自治振興事業 80,485
自治ハウス新築補助、自治ハウスバリアフリー
改修補助、行政連絡事務委託ほか

コミュニティセンター整備事業 54,434
玉緒・永源寺・湖東ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ改修、御園・能
登川ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ駐車場整備ほか

新エネルギー推進事業 8,525
住宅用太陽光発電システム設置奨励金、蓄電シ
ステム設置奨励金の交付ほか

政策推進事業 69,645
中心市街地活性化の推進、まち・ひと・しごと
創生総合戦略策定ほか

定住移住推進事業 71,339
地域おこし協力隊員の活動支援、定住移住推進
補助金の交付ほか

地域福祉推進事業 9,588
地域福祉計画策定、地域福祉基盤づくり(共助
の基盤整備、中間的就労支援)ほか

臨時福祉給付金支給事業 355,781 年金生活者等支援臨時福祉給付金の支給ほか

障害福祉サービス等給付事業 2,376,144
障害者総合支援給付事業、障害児施設通所給付
費の給付、重度障害者地域包括支援ほか

次世代育成対策事業 63,928
乳児おむつ等支給事業(見守りおむつ宅配便)、
地域子育て支援拠点事業ほか

児童手当支給事業 2,141,695 児童手当の支給

認定こども園施設整備事業 1,252,150
あかね幼児園新築、五個荘あさひ、五個荘あじ
さい幼児園整備工事ほか

民間保育所等運営支援事業 1,088,066
運営委託費、障害児保育等特別加配補助、低年
齢児保育保育士特別配置事業費補助ほか

学童保育所施設整備事業 129,871
八日市南こどもの家増築工事、能登川西・能登
川南こどもの家増築工事設計ほか

生活保護費支給事業 1,079,322 生活困窮者に対する扶助

地域医療対策事業 220,160
政策的医療交付金の交付、救急医療、医師確保
対策活動ほか

母子保健事業 122,894
妊婦健診、乳幼児検診、不妊治療・不育症治療
費助成、産後ケア推進事業ほか

担い手育成事業 142,671
集落営農法人化への取組推進、産地競争力の強
化対策、青年就農給付金の支給ほか

環境農業推進事業 139,324
環境保全型農業直接支払交付金、有機農業実践
活動事業補助金の交付ほか

鳥獣対策事業 40,886
有害鳥獣の捕獲、獣害対策フェンスや柵の設置
指導及び助成、ニホンザル個体数調査ほか

企業立地促進対策事業 73,020
工場等立地促進奨励金の条件緩和、雇用促進奨
励金の交付ほか

観光資源活用事業 18,926
東近江市観光戦略及び東近江市・いなべ市広域
観光戦略策定、観光パンフレット作成ほか

観光活性化事業 40,674
観光情報発信、来訪者誘致、着地型観光ツアー
企画、観光看板設置ほか

道路維持管理事業 368,670
橋梁点検、天神橋修繕、きぬがさ山トンネル修
繕、市道維持補修工事ほか

道路新設改良事業 382,402
市道山上上二俣線、小田苅・愛東線、中学校大
塚線、小川・林・能登川線改良工事ほか

街路事業 854,111
都市計画道路小今建部上中線(聖徳・春日工区)
整備、中学校線西垣見架道橋改築事業ほか

防災対策事業 1,366,634
現場情報収集伝達システム整備、防災情報告知
放送システム機械器具購入ほか

教育指導事業 30,622
学力向上プロジェクトの推進、外国人児童生徒
等教育支援、食育指導推進ほか

小学校施設整備事業 1,309,960
玉緒小学校体育館・プール改築、湖東第二小学
校校舎・体育館大規模改修ほか

中学校施設整備事業 454,357
朝桜中学校大規模改修、能登川中学校大規模改
修設計監理ほか
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平成２８年度　引き上げ分の地方消費税収が充てられる社会保障４経費などに要する経費

24,267

733,252

その他

特定財源 一般財源

36,009

115,509

830,509

1,406,702

2,388,729

0

1,112

0

1,112

6,477

6,477

2,396,318

その他

618,795

4,759,015

176,098

1,295,794

3,166,619

183,992 5,743,048

2,212,020

215,811

1,868,284

274,559

124,956

808,495

242,947

376,530

24,267

3,076,294

8,969

171,431

913,815

251,460

437,897

176,098

331,052

1,416,298

（単位：千円）

平成２８年度　都市計画税が充てられる経費

地方消費税
（社会保障財源化分）

127,019

116,420

1,473

87,543

332,455

88,013

45,570

国(県)
支出金

平成28年度
決算額

3,598,534

8,964,097

2,650,107

944,385

1,771,071

財源内訳

814,133

0 252,561 809,796

5,942,211 15,171

　保育園費

合　　　　計 11,391,928 3,503,343

8,969

377,413

418,080

215,811

1,164,082

33,347

7,320

保健衛生

小　　計

社会保険

  介護保険特別会計繰出金

小　　計

  後期高齢者医療特別会計繰出金

796,478

　保健事業費

都市計画税

（単位：千円）

経　費

財源内訳

都市計画税を
除く市税等

特定財源

466,902 313,300 43,787

313,300 480,340487,716

411,619

6,964,463

1,235,608

8,245,819

都市計画費

下水道費

公 債 費

1,068,000

　児童福祉総務費

   国民健康保険（事業勘定）特別会計繰出金

社会福祉

小　　計

市　債
費 目 名

費　　目　　名

　障害者福祉費

　福祉医療費

5,643

合　計

0
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平成２８年度　主な財政指標

　(1) 財政力指数

区　　分 指　　数

平成26年度
（単年度）

０．６８５
(０．６６５)

基準財政収入額

基準財政需要額

平成28年度
（単年度）

０．６５７
(０．６５９)

　(2) 経常収支比率

区　　分 指　　数

平成26年度 ８３．６

経常経費充当一般財源

通常一般財源

平成28年度 ９０．８

増減要因等

増減要因等

○用語の解説
経常的経費に、一般財源がどの程度充当されているかを

算定したもので、財政構造の弾力性を表しています。
この比率が高いほど、投資的経費等の臨時的経費に使用

できる一般財源が少なくなり、財政構造が弾力性を失って
いることを示しています。

○用語の解説
標準的な行政活動を行うのに必要な財源をどれくらい自

力調達できるかを算定（３箇年平均値）したもので、財政
基盤の強さを表しています。指数は１に近づくほど財政基
盤が強いと言えます。

○分析
収入額は、基準年度における法人税割の増や固定資産税

の増などにより増加となりました。需要額については、社
会福祉費の増や建設事業に伴う公債費の元利償還金などの
増により増加となりました。

財政力指数としては、３箇年平均では悪化しましたが、
需要額よりも収入額の増額幅が上回ったため、単年度では
改善となりました。

０．６６６
（０．６４６）

平成27年度
（単年度）

財政力指数　　＝

平成27年度 ８５．５
経常収支比率　　＝

○分析
経常経費充当一般財源については減額となりましたが、

臨時財政対策債や普通交付税、地方消費税などの分母とな
る通常一般財源が大幅に減額となったことにより、昨年と
比べ財政構造の硬直化が見られます。

×１００
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平成２８年度　財政健全化判断比率

　(1) 健全化判断比率の状況（平成２８年度決算）

うち臨時財政
対策債発行

可能額

早期健全化基準 11.85 16.85 25.00 350.00

財政再生基準 20.00 40.00 35.00

早期健全化基準 11.81 16.81 25.00 350.00

財政再生基準 20.00 35.00 35.00

早期健全化基準 11.79 16.79 25.00 350.00

財政再生基準 20.00 30.00 35.00

早期健全化基準 11.79 16.79 25.00 350.00

財政再生基準 20.00 30.00 35.00

早期健全化基準 11.78 16.78 25.00 350.00

財政再生基準 20.00 30.00 35.00

早期健全化基準 11.79 16.79 25.00 350.00

財政再生基準 20.00 30.00 35.00

早期健全化基準 11.79 16.79 25.00 350.00

財政再生基準 20.00 30.00 35.00

早期健全化基準 11.80 16.80 25.00 350.00

財政再生基準 20.00 30.00 35.00

一般会計等の実質赤字が標準財政規模に占める割合

全会計の実質赤字が標準財政規模に占める割合

一般会計等が負担する公債費が標準財政規模に占める割合

一般会計等が将来負担すべき債務が標準財政規模に占める割合

30,395,090 2,248,074

　　　

平成27年度 - - 7.7 －

2,577,673平成26年度 - - 7.7 3.7

25.7 30,274,398 2,459,062

　□実質赤字比率

平成24年度 - - 10.0

平成28年度 - - 8.0 4.2 30,185,832 1,675,530

30,349,832

30,300,214

30,583,289

3,830,428

2,385,911

2,733,173

平成22年度 - - 12.9 29,954,294

13.7 28,975,804

　□連結実質赤字比率

　□実質公債費比率

　□将来負担比率

- 11.5

- - 8.6

平成23年度

平成25年度

-

78.4

49.4

4.1

連結実
質赤字
比率

実質
公債費
比率

将来負
担比率

平成21年度

実質赤
字比率

連結実
質赤字
比率

実質
公債費
比率

標準財政規模
（千円）

判断基準
実質赤
字比率

将来負担
比率

111.4 1,994,258- -

(2) 財政健全化法とは

自治体の財政破綻を未然に防ぐために、「早期健全化」と「財政再生」の２段階で財政悪化を

チェックするとともに、特別会計や企業会計も併せた連結決算により、地方公共団体全体の財政

状況をより明らかにしようとするものです。

(3) 健全化の判断は

特別会計や第３セクターなど、市の財政に影響を及ぼす全ての会計を対象に、「実質赤字比率」

「連結実質赤字比率」「実質公債費比率」「将来負担比率」の４つの指標を用いて健全度を判断

します。

監査委員の審査と公表が義務付けられており、公表と併せて、基準を超える団体は「財政健全

化計画」「財政再生計画」の策定を行い、早急に改善に取り組まなければならないこととなって

います。
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　【各指標の基準イメージ図】

連結実質
赤字比率

実質公債
費比率

健全

16.80% 25%
（早期健全化基準）

30% 35%
（財政再生基準）

悪化

※将来負担比率には、財政再生基準は設けられていません。
※実質赤字比率、連結実質赤字比率の「早期健全化基準の比率」については、東近江市の
　標準財政規模に基づく比率です。

　□早期健全化基準 財政規模に応じ11.25～15% （東近江市：11.80%）
　■財政再生基準 20%

　

　□早期健全化基準 財政規模に応じ16.25～20% （東近江市：16.80%）
　■財政再生基準 30%

350%11.80%

20% ※

自治体における
財政悪化の初期
段階

自治体全体にお
いて財政が悪化
し、財政破たん
をした場合

　連結実質赤字比率＝
連結実質赤字額

0.0%
標準財政規模

　実質赤字比率＝
繰上充当額＋（支払繰延額＋事業繰越額）

標準財政規模
0.0%

　　　健　全　団　体

　　　早期健全化団体

　　　財政再生団体

実質赤字
比率

将来負
担比率

「財政健全化計画」

(4) 基準を超えると

一定基準を超えると、財政悪化の度合いに応じて計画を策定し、健全化を目指すこととなり

ます。

(5) 指標

① 実質赤字比率

市税や地方交付税など毎年決まって入ってくるお金（以下「経常的な収入」といいます。）

に対して、歳入総額から歳出総額を差し引いた額がどの程度の割合になるかを示す指標です。

② 連結実質赤字比率

経常的な収入に対して、全ての会計（一般会計、特別会計、公営企業会計）の赤字額から

黒字額を引いた額（これを連結実質赤字額といいます。）がどの程度の割合になるかを示す

指標です。

「財政再生計画」
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　□早期健全化基準 25% ※18%以上　許可団体
　■財政再生基準 35%

　

　□早期健全化基準 350%
　■財政再生基準 判断基準として使用しない。

　将来負担比率＝

 将来負担額－
   将来負担額控除額(充当可能基金額＋特定財源見込額＋
          地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額) 4.2% 標準財政規模－
   (元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額)

　実質公債費比率＝

 (元利償還金＋準元利償還金)－
　 (特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政
                                          需要額算入額) 8.0% 標準財政規模－
   (元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額)

③ 実質公債費比率

経常的な収入に対して、借入金（市債）の返済に充てた経費（公債費）がどの程度の割合

になるかを示す指標です。一般会計、特別会計など全ての会計を対象とし、借金返済の負担

が大きすぎないかチェックすることができます。

チェックする目安として国が定めた基準により「１８％」以上になると、新たな借入れに

際し段階的に制約を受けます。「２５％」を超える団体は、単独事業等の起債が制限される

こととなります。

④ 将来負担比率

経常的な収入に対して、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債がどの程度の割合にな

るかを示す指標です。つまり、一般会計等が負っている借金が、一般会計等の標準的な年間

収入の何年分かが分かります。
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